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1【【資料１資料１】】 網機能別設備コストの算定フロー網機能別設備コストの算定フロー

■網機能別設備コストの算定フローに関しては、①「ネットワーク設備の設備コスト」→「網機能別設備コスト」の一段階の配賦フロー、②「ＮＧＮ設備の設

電気通信事業会計電気通信事業会計
ＮＧＮ設備別コストＮＧＮ設備別コスト

（１２設備）（１２設備）
サービス別設備コストサービス別設備コスト

（９サービス）（９サービス）
機能別設備コスト機能別設備コスト

（４機能＋１）（４機能＋１）

備コスト」→「サービス別設備コスト」→「網機能別設備コスト」の二段階の配賦フロー、の２案が示されている。

減価償却費
固定資産除却費

１．収容ルータ

２．中継ルータ

サ バ

①フレッツ光ネクスト

②フレッツ・ＶＰＮ（ＢＥ）

Ａ：収容局接続に係る機能

Ｂ：ＩＧＳ接続に係る機能

Step1 Step2

②②
２２

ﾍﾞｽﾄｴﾌｫー ﾄ

Step3

施設保全費

管理共通費

３．ＳＩＰサーバ

４．ＧＷルータ

５．ＭＧ

③フレッツ・キャスト（ＢＥ）

④地デジ再送信向け（ＱｏＳ）

⑤フレッツ・キャスト（ＱｏＳ）

Ｃ：中継局接続に係る機能

Ｄ：イーサネット接続に係る機能

二二
段段
階階
のの
配配
賦賦

２２
００
１１
００
年年
度度

高優先

ﾍﾞｽﾄｴﾌｫー ﾄ

試験研究費

租税公課

６．収容ルータ（ＳＮＩ）

７．網終端装置（VPN）

⑤フレッツ・キャスト（ＱｏＳ）

⑦ひかり電話（高音質 ＴＶ電話）

Ｅ：その他（未アンバンドル機能）

⑥ひかり電話以外の
中継局接続サービス（ＱｏＳ）

賦賦
フフ
ロロ
｜｜

①①

以以
降降
接接
続続
料料

２２
００
００
９９
年年

高優先

高優先

租税公課

９．収容イーサ装置

10 中継イーサ装置

⑦ひかり電話（高音質・ＴＶ電話）

⑧ひかり電話（標準音質）

⑨ビジネスイーサワイド

８．網終端装置（ＩＳＰ）
一一
段段
階階
のの
配配
賦賦

度度
接接
続続
料料 最優先

最優先

10．中継イーサ装置

11．ＧＷ－ＳＷ

12．伝送路

網改造料の網改造料の
算定式算定式

（接続料規則（接続料規則1010条）条）

Step1
賦賦
フフ
ロロ
｜｜

ひかり電話網設備コストひかり電話網設備コスト



2【【資料２資料２】】 ＮＧＮ設備の設備コストの算定方法ＮＧＮ設備の設備コストの算定方法

■ＮＴＴ東西からの報告では 減価償却費は関係する設備に直課 施設保全費は直課又は固定資産価額比等により また管理共通費は占有面積

電気通信事業会計 ＮＧＮ設備の設備コスト

■ＮＴＴ東西からの報告では、減価償却費は関係する設備に直課、施設保全費は直課又は固定資産価額比等により、また管理共通費は占有面積

比等により関係する設備に配賦することとしている。

固定資産と同様に算定
（直接賦課等）減価償却費・

固定資産除却費

１.収容ルータ

２.中継ルータ

ＩＰ系保守費 直接賦課
４.ＧＷルータ

３.ＳＩＰサーバ施設保全費

固定資産額比伝送機械設備

固
定
資
産
額
比

管路ケーブル長比
６.ＳＮＩ収容ルータ

５.ＭＧ中継線路設備

土木設備

ＮＧＮ
ノード装置

相当

その他ＯＰＳ等 直接又は固定資産額比

使用ファイバ
量比

比

９～11.イーサ装置

７･８.網終端装置
仕様電力値比等電力設備等

その他ＯＰＳ等 直接又は固定資産額比

管理共通費

占有面積比

当年度取得額比試験研究費

建物経費

12.伝送路（イーサ）
伝送機械設備

（ＮＧＮ）支出額比等総務・人事等

回線数比

（勘定科目又は特別調査により把握）

租税公課 固定資産額比

試験研究費

12.伝送路（イーサ以外）
中継線路設備

（ＮＧＮ）



3【【資料３資料３】】 設備とサービスの関係設備とサービスの関係

■ＮＧＮを構成する１２の設備に係る設備コストは 「６ ＳＮＩ収容ル タ」と「７ 網終端装置（ＶＰＮ）」の２設備を除き 接続料原価に算入することを前提■ＮＧＮを構成する１２の設備に係る設備コストは、「６．ＳＮＩ収容ルータ」と「７．網終端装置（ＶＰＮ）」の２設備を除き、接続料原価に算入することを前提

にすると、当該設備の設備コストが帰属するサービス先は、以下のとおりとなるのではないか。

他事業者網
他事業者

コンテンツ事業者等 オフィス
ＩＳＰ 他事業者網

ＩＰ電話、TV電話 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ＱｏＳ）

ＩＰ電話、TV電話等 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）

ＩＳＰ接続ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型
ｻｰﾋﾞｽ等

他事業者網
他事業者

網等

ひかりひかり
地域地域IPIP網網

NNI
ＮＧＮＮＧＮ

地上デジタル放送
再送信等

コンテンツ事業者等 オフィス
ユーザ等 ＩＳＰ 他事業者網

８.網終端
装置

５.ＭＧＭＧ 11.

ＧＷ-ＳＷ
（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ

変換装置）
（他事業者

NNI

網終端
装置等

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装

電話網電話網
NNI

NNI

地域地域IPIP網網 ＩＧＳ
ＮＧＮＮＧＮ

UNI/SNI

７.網終端
装置

６.収容ﾙｰﾀ
(SNI)

NNI

４.ＧＷﾙｰﾀ

（他事業者
接続

ＳＩＰ
サーバ

中継
ルータ

10.中継
ＳＷ

変換装置） 接続用スイッチ）

中継
ルータ

変換装置）

③フレッツ・③フレッツ・
キャストキャスト
（ＢＥ（ＢＥ))

②フレッツ・②フレッツ・
ＶＰＮＶＰＮ
（ＢＥ（ＢＥ))

④地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ④地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ＩＰ再送信ＩＰ再送信

向け（向け（QoSQoS))

０：フレッツ０：フレッツ
光ネクスト光ネクスト

（ＢＥ（ＢＥ))

３.ＳＩＰ
サーバ

⑧ひかり電話（標準音質⑧ひかり電話（標準音質))

⑤フレッツ⑤フレッツ
・キャスト・キャスト
（（QoSQoS))

接続用ﾙｰﾀ）

⑨ビジネスイーサ⑨ビジネスイーサ
ワイドワイド

ル タ

収容 収容

ＳＷ

収容

ル タ

①フレッツ光①フレッツ光

２.中継ルータ⑦ひかり電話⑦ひかり電話
（高音質等（高音質等)) ⑥電話以外の⑥電話以外の

ＱｏＳサービスＱｏＳサービス

既存Ｂフレッツ フレッツ光ネクスト

＝ ＝UNI UNI

９.収容
ＳＷ

９.収容
ＳＷ

新規イーサ 新規イーサ

UNI UNI

収容
ルータ

収容
ルータ

NNI

＝＝

１.収容ルータ
①フレッツ光①フレッツ光

ネクストネクスト
NNI

【凡例】

：既存設備 ：新たな設備（高度化・大容量化）

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

フレッツ光ネクスト
ユーザﾞ

新規イ サ
ユーザﾞ

新規イ サ
ユーザﾞ



4【【資料４資料４】】 サービスの帰属先機能①サービスの帰属先機能①

（案１） ③の費用を収容局接続機能に帰属させ、⑥～⑧の費用を中継局接続機能に帰属させる案

他事業者網
他事業者

網等 コンテンツ事業者等 オフィス
ユーザ等 ＩＳＰ 他事業者網

ＩＰ電話、TV電話 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ＱｏＳ）

ＩＰ電話、TV電話等 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）

ＩＳＰ接続ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型
ｻｰﾋﾞｽ等

網等

ひかりひかり
電話網電話網

地域地域IPIP網網 ＩＧＳ

NNI
ＮＧＮＮＧＮ

UNI/SNI

地上デジタル放送
再送信等

NNI

ザ等

８.網終端
装置

５.ＭＧＭＧ 11.

ＧＷ-ＳＷ
（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ

変換装置）
（他事業者

接続用スイッチ）

NNI

網終端
装置等

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

電話網電話網
NNI

NNI

UNI/SNI

７.網終端
装置

６.収容ﾙｰﾀ
(SNI)

NNI

４.ＧＷﾙｰﾀ

（他事業者
接続用ﾙｰﾀ）

ＳＩＰ
サーバ

中継
ルータ

10.中継
ＳＷ

中継
ルータ

⑨ビジネスイーサ⑨ビジネスイーサ
ワイドワイド

③フレッツ・③フレッツ・
キャストキャスト
（ＢＥ（ＢＥ))

②フレッツ・②フレッツ・
ＶＰＮＶＰＮ
（ＢＥ（ＢＥ))

④地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ④地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ＩＰ再送信ＩＰ再送信

向け（向け（QoSQoS))

０：フレッツ０：フレッツ
光ネクスト光ネクスト

（ＢＥ（ＢＥ))

３.ＳＩＰ
サーバ

２.中継ルータ⑦ひかり電話⑦ひかり電話

⑧ひかり電話（標準音質⑧ひかり電話（標準音質))

⑤フレッツ⑤フレッツ
・キャスト・キャスト
（（QoSQoS))

⑥電話以外⑥電話以外

９.収容
ＳＷ

９.収容
ＳＷ

収容
ル タ

収容
ル タ １ 収容ルータ

①フレッツ光①フレッツ光
ネクストネクスト

（高音質等（高音質等)) ⑥電話以外の⑥電話以外の
ＱｏＳサービスＱｏＳサービス

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

フレッツ光ネクスト
ユーザﾞ

＝ ＝UNI UNI

ＳＷ ＳＷ

新規イーサ
ユーザﾞ

新規イーサ
ユーザﾞ

UNI UNI

ルータ

Ｂ：ＩＧＳ接続機能

ルータ

NNI

Ｃ：中継局
接続機能

＝＝
Ａ：収容局接続機能

１.収容ル タ ネクストネクスト
NNI

Ｄ：イーサ機能

【凡例】

：既存設備 ：新たな設備（高度化・大容量化）

ユ ザ ザ ザ

☞☞黒い網掛けの設備は、全部又は一部のコストが、Ｅ：その他黒い網掛けの設備は、全部又は一部のコストが、Ｅ：その他
（未アンバンドル機能）に配賦されるもの（未アンバンドル機能）に配賦されるもの



5【【資料５資料５】】 サービスサービスの帰属先の帰属先機能機能②②

（案２） ③の費用を中継局接続機能に帰属させ、ＧＷルータの費用を除き、⑥～⑧の費用を未アンバンドル機能に帰属させる案

他事業者網
他事業者

網等 コンテンツ事業者等 オフィス
ユーザ等 ＩＳＰ 他事業者網

ＩＰ電話、TV電話 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ＱｏＳ）

ＩＰ電話、TV電話等 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）

ＩＳＰ接続ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型
ｻｰﾋﾞｽ等

網等

ひかりひかり
電話網電話網

地域地域IPIP網網 ＩＧＳ

NNI
ＮＧＮＮＧＮ

UNI/SNI

地上デジタル放送
再送信等

NNI

ユ ザ等

８.網終端
装置

５.ＭＧＭＧ 11.

ＧＷ-ＳＷ
（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ

変換装置）
（他事業者

接続用スイッチ）

NNI

網終端
装置等

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

電話網電話網
NNI

NNI

UNI/SNI

７.網終端
装置

６.収容ﾙｰﾀ
(SNI)

NNI

４.ＧＷﾙｰﾀ

（他事業者
接続用ﾙｰﾀ）

ＳＩＰ
サーバ

中継
ルータ

10.中継
ＳＷ

中継
ルータ

⑨ビジネスイーサ
ワイド

③フレッツ・③フレッツ・
キャストキャスト
（ＢＥ（ＢＥ))

②フレッツ・②フレッツ・
ＶＰＮＶＰＮ
（ＢＥ（ＢＥ))

④地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ④地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ＩＰ再送信ＩＰ再送信

向け（向け（QoSQoS))

０：フレッツ０：フレッツ
光ネクスト光ネクスト

（ＢＥ（ＢＥ))

３.ＳＩＰ
サーバ

２.中継ルータ

⑤フレッツ⑤フレッツ
・キャスト・キャスト
（（QoSQoS))

⑦ひかり電話⑦ひかり電話

⑧ひかり電話（標準音質⑧ひかり電話（標準音質))

９.収容 ９.収容収容
タ

収容
１ 収容ル タ

①フレッツ光①フレッツ光
ネクストネクスト

２.中継ル タ
⑥電話以外の⑥電話以外の
ＱｏＳサービスＱｏＳサービス

⑦ひかり電話⑦ひかり電話
（高音質等（高音質等))

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

フレッツ光ネクスト
ユーザﾞ

＝ ＝UNI UNI

ＳＷ ＳＷ

新規イーサ
ユーザﾞ

新規イーサ
ユーザﾞ

UNI UNI

ルータ

Ｂ：ＩＧＳ接続機能

ルータ

NNI

Ｃ：中継局
接続機能

＝＝
Ａ：収容局接続機能

１.収容ルータ ネクストネクスト
NNI

Ｄ：イーサ機能

【凡例】

：既存設備 ：新たな設備（高度化・大容量化）

ユ ザ ユーザ ユ ザ ユ ザ

☞☞黒い網掛けの設備は、全部又は一部のコストが、Ｅ：その他黒い網掛けの設備は、全部又は一部のコストが、Ｅ：その他
（未アンバンドル機能）に配賦されるもの（未アンバンドル機能）に配賦されるもの



6【【資料６資料６】】 サービスサービスの帰属先の帰属先機能機能③③

（案３） ③及び⑥～⑧の費用をアンバンドル機能と未アンバンドル機能で折半する案

他事業者
網等 他事業者網 コンテンツ事業者等 オフィス

ユーザ等 ＩＳＰ 他事業者網

ＩＰ電話、TV電話 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ＱｏＳ）

ＩＰ電話、TV電話等 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）

ＩＳＰ接続ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型
ｻｰﾋﾞｽ等

網等

ひかりひかり
電話網電話網

地域地域IPIP網網 ＩＧＳ

NNI
ＮＧＮＮＧＮ

UNI/SNI

地上デジタル放送
再送信等

他事業者網 事業者等 ユーザ等 ＩＳＰ 他事業者網

８.網終端
装置

５.ＭＧＭＧ 11.

ＧＷ-ＳＷ
（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ

変換装置）
（他事業者

接続用スイッチ）

NNI

網終端
装置等

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

電話網電話網
NNI

NNI

ＩＧＳ UNI/SNI

７.網終端
装置

６.収容ﾙｰﾀ
(SNI)

NNI

４.ＧＷﾙｰﾀ

（他事業者
接続用ﾙｰﾀ）

ＳＩＰ
サーバ

中継
ルータ

10.中継
ＳＷ

接続用 イッチ）

中継
ルータ

装

⑨ビジネスイーサ
ワイド

②フレッツ・②フレッツ・
ＶＰＮＶＰＮ
（ＢＥ（ＢＥ))

④地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ④地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ＩＰ再送信ＩＰ再送信

向け（向け（QoSQoS))

０：フレッツ０：フレッツ
光ネクスト光ネクスト

（ＢＥ（ＢＥ))

３.ＳＩＰ
サーバ

２ 中継ルータ

⑤フレッツ⑤フレッツ
・キャスト・キャスト
（（QoSQoS))

⑧ひかり電話（標準音質⑧ひかり電話（標準音質))

⑦ひかり電話⑦ひかり電話

③フレッツ・③フレッツ・
キャストキャスト
（ＢＥ（ＢＥ))

９.収容 ９.収容収容収容
収容 タ

①フレッツ光①フレッツ光

２.中継ル タ
⑥電話以外の⑥電話以外の
ＱｏＳサービスＱｏＳサービス

⑦ひかり電話⑦ひかり電話
（高音質等（高音質等))

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

フレッツ光ネクスト
ユ ザﾞ

＝ ＝UNI UNI

ＳＷ ＳＷ

新規イーサ
ユ ザﾞ

新規イーサ
ユ ザﾞ

UNI UNI

ルータ

Ｂ：ＩＧＳ接続機能

ルータ

NNI

Ｃ：中継局
接続機能

＝＝
Ａ：収容局接続機能

１.収容ルータ ネクストネクスト
NNI

Ｄ：イーサ機能

【凡例】

：既存設備 ：新たな設備（高度化・大容量化）

ユーザ ユーザﾞ ユーザ ユーザ

☞☞黒い網掛けの設備は、全部又は一部のコストが、Ｅ：その他黒い網掛けの設備は、全部又は一部のコストが、Ｅ：その他
（未アンバンドル機能）に配賦されるもの（未アンバンドル機能）に配賦されるもの



7【【資料７資料７】】 設備・サービス・機能の設備・サービス・機能の関係関係

■設備・サービス・機能の関係は、以下のように整理・確定することが適当ではないか。

他事業者網
他事業者

網等 コンテンツ事業者等 オフィス
ユーザ等 ＩＳＰ 他事業者網

ＩＰ電話、TV電話 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ＱｏＳ）

ＩＰ電話、TV電話等 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）

ＩＳＰ接続ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型
ｻｰﾋﾞｽ等

ひかりひかり
電話網電話網

地域地域IPIP網網 ＩＧＳ

NNI
ＮＧＮＮＧＮ

UNI/SNI

地上デジタル放送
再送信等

NNI

８.網終端
装置

５.ＭＧＭＧ 11.
ＧＷ-ＳＷ

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

（他事業者
接続用スイッチ）

NNI

網終端
装置等

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

NNI
NNI

７.網終端
装置

６.収容ﾙｰﾀ
(SNI)

NNI

４.ＧＷﾙｰﾀ

（他事業者
接続用ﾙｰﾀ）

ＳＩＰ
サーバ

中継
ルータ

10.中継
ＳＷ

中継
ルータ

⑨ビジネスイーサ⑨ビジネスイーサ
ワイドワイド

③フレッツ・③フレッツ・
キャストキャスト
（ＢＥ（ＢＥ))

②フレッツ・②フレッツ・
ＶＰＮＶＰＮ
（ＢＥ（ＢＥ))

④地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ④地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ＩＰ再送信ＩＰ再送信

向け（向け（QoSQoS))

０：フレッツ０：フレッツ
光ネクスト光ネクスト

（ＢＥ（ＢＥ))

３.ＳＩＰ
サーバ

２.中継ルータ⑦ひかり電話⑦ひかり電話
（高音質等（高音質等))

⑧ひかり電話（標準音質⑧ひかり電話（標準音質))

⑤フレッツ⑤フレッツ
・キャスト・キャスト
（（QoSQoS))

⑥電話以外の⑥電話以外の

９.収容
ＳＷ

９.収容
ＳＷ

収容
ルータ

収容
ルータ １ 収容ルータ

①フレッツ光①フレッツ光
ネクストネクスト

（高音質等（高音質等)) ⑥電話以外の⑥電話以外の
ＱｏＳサービスＱｏＳサービス

自網内呼自網内呼

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

フレッツ光ネクスト
ユーザﾞ

＝ ＝UNI UNI

ＳＷ ＳＷ

新規イーサ
ユーザﾞ

新規イーサ
ユーザﾞ

UNI UNI

ル タ

Ｂ：ＩＧＳ接続機能

ルータ

NNI

Ｃ：中継局
接続機能

＝＝
Ａ：収容局接続機能

１.収容ルータ ネクストネクスト
NNI

Ｄ：イーサ機能

：既存設備 ：新たな設備（高度化・大容量化） ：エッジ設備

【凡例】 ☞☞黒い網掛けの設備及び自網内呼は、全部又は一部のコス黒い網掛けの設備及び自網内呼は、全部又は一部のコス
トが、Ｅ：その他（未アンバンドル機能）に配賦されるものトが、Ｅ：その他（未アンバンドル機能）に配賦されるもの



8【【資料８資料８】】 スケールメリットに着目した費用低減効果スケールメリットに着目した費用低減効果

・一般的にＩＰ系の装置価格は、帯域差ほど費

用差が生じておらずスケールメリットが働く

ＮＴＴ東西・ＮＴＴ東西・第６回第６回会合資料（会合資料（08.10.7)08.10.7)

１Gbps 50001000
(Mbps) (万円)

■ルータのポート帯域とＩＰ系装置の市販価格との関係■ルータのポート帯域とＩＰ系装置の市販価格との関係

用差が生じておらずスケ ルメリットが働く

ことから、こうした点に着目して帯域あたり

の費用を低減させて費用算定を行うこととす

る。

市販の 般的な装置価格から見ると 帯域差

800Mbps

900Mbps

4000

4500

800

900

・市販の一般的な装置価格から見ると、帯域差

で１００倍の差がある場合に価格差は７．３

倍の差になっている。
600Mbps

700Mbps

3000

3500

600

700

1:100

[一般的なＩＰ系装置の販売価格例]

400Mbps

500Mbps
2500

3000

500

600 1:100

200Mbps

300Mbps
1500

2000

300

400

10Mbps

100Mbps

200Mbps

466万円

500

1000

100

200

10Mbps

64万円
198万円

00
約1:7



9【【資料９資料９】】 ＱｏＳ確保の仕組みＱｏＳ確保の仕組み

■ＮＧＮでは、サービスの品質クラスとしては、現時点で、①最優先、②高優先、③ベストエフォートの三種類が存在（①・②がＱｏＳあり、③がＱｏＳなし）。

高優先

①ＱｏＳ通信についてアクセス回線の空き容量内か否かをチェック

ベストエフォート 高優先

②最優先・高優先は、ベストエフォートに優先

ベストエフォート

通信は ＳＩＰによ

ＮＧＮ

１５０Ｍbps

SIP
サーバ

②帯域確保をしない。100Mbps分に限定した

確保もせず、ａｌｌ（150Mbps) or nothing ＮＧＮ

100Mbps 60Mbps

SIP
サーバ②帯域を確保

③ベストエフォートのパケット

を60Mbps分廃棄(≠SIP)

通信は、ＳＩＰによ
る制御の対象外

ＮＧＮ

回線容量

１００Mbps

収容
ルータ

①150Mbpsの高優先

通信の帯域確保
を要求

ＮＧＮ

回線容量

１００Mbps

回線容量

40Mbps

収容ルータ（１００Mbps)
①60Mbpsの高優先

通信の帯域確保を
要求

Ａ Ｂ

100Mbps

アクセス回線の容量を超えるＱｏＳ通信については、接続要求を受け付けず呼損となる

最優先

④最優先・高優先では、トークンバケットポリサーでポリシングを実施

最優先高優先

③帯域確保には優先順位があるわけではない

最優先

ベストエフォートは、最優先・高優先の帯域確保のためにパケットが廃棄（帯域削減）

回線容量

１００Mbps
Ａ Ｂ

最優先最優先高優先

60Mbps 50Mbps

②帯域確保をしな 最優先 ために 既に確保され

10Mbps

最優先

50Mbps

SNI収容

回線容量

１００Mbps

③10Mbpsの

レートを設定

設定レートを超える

パケット（40Mbps
分)は廃棄

ＮＧＮ 10Ｍbps
ＮＧＮ

SIP
サーバ

高優先

収容
ルータ

回線容量

１００Mbps 空き
①50Mbpsの最優先

通信の帯域確保を

②帯域確保をしない。最優先のために、既に確保され

た高優先の帯域を削ることもしない

収容
ルータ

SIP
サーバ

回線容量
①10Mb 最優

②帯域を確保

ＮＧＮ SIP
サーバ

収容
ルータ

SNI収容
ルータ

10Mbps

SNI収容
ルータ

10Ｍbps

☞確保をした帯域に対応するレートをトークンバケットポリサーに設定
☞設定レートを超えるパケットが送られてきたら、超過分を廃棄（＝異常値の排除）最優先であっても、帯域が必ず確保されるわけでない

60Mbps
１００Mbps 空き

40Mbps
通信の帯域確保を
要求

回線容量

１００Mbps ①10Mbpsの最優

先通信の帯域確
保を要求



10【【資料資料1010】】 ＱｏＳＱｏＳの費用配賦への反映の費用配賦への反映

■ＮＧＮでは、①品質保証型サービスと非保証型サービス（ベストエフォート通信）、②品質保証型サービスでは最優先通信と高優先通信、といったＱｏＳ

の有無・程度が異なるサービスが統合的に提供されるが、このＱｏＳの有無・程度の差異をどのように費用配賦に反映するかが問題となる。

■ＮＴＴ東西からは、最優先通信と高優先通信の間では、「ゆらぎ」への対処として要求帯域に上乗せして確保する帯域が異なる点に着目し、この差異を費

用配賦に反映する可能性が示されており、引き続き検討を行った上で、０９年度接続料算定の際にできる限りＱｏＳの有無・程度を反映することが適当か。

■ＱｏＳの有無・程度が異なるサービスが統合的に提供されることによる問題

■ＮＧＮでは、品質保証型のサービスと非保証型サービスの双方を提供。■ＮＧＮでは、品質保証型のサービスと非保証型サービスの双方を提供。

■従来のネットワークは、品質保証型・非保証型のいずれか一方のみを提供。■従来のネットワークは、品質保証型・非保証型のいずれか一方のみを提供。

（（ 網 電話網 保証 地域 網 非保証網 電話網 保証 地域 網 非保証 ））

■帯域確保の優劣の点では、ＱｏＳ通信とベストエフォート通信の間では差異■帯域確保の優劣の点では、ＱｏＳ通信とベストエフォート通信の間では差異

があるが、最優先通信と高優先通信の間で差異はない。があるが、最優先通信と高優先通信の間で差異はない。

■しかし、最優先通信と高優先通信の間では、「ゆらぎ」への■しかし、最優先通信と高優先通信の間では、「ゆらぎ」への対処として対処として上乗せ上乗せ

■報告書骨子案の考え方

ビデオ配信ビデオ配信ひかり電話ひかり電話

サービスごとの「品質差」をどう考えるか？サービスごとの「品質差」をどう考えるか？

インターネット利用インターネット利用

（（☞☞ＩＰ網では、ひかり電話網は保証型、地域ＩＰ網は非保証型ＩＰ網では、ひかり電話網は保証型、地域ＩＰ網は非保証型））
、最優先通信 高優先通信 間 、 ゆ ぎ」、最優先通信 高優先通信 間 、 ゆ ぎ」 対処対処 乗乗

して確保される帯域に差異があることから、この点に着目した検討を実施。して確保される帯域に差異があることから、この点に着目した検討を実施。

ゆらぎの概念ゆらぎの概念

「ゆらぎ」とは 網内でのパケット転送処理等により パケットの到着間隔がばらビデオ配信ビデオ配信ひかり電話ひかり電話

サービスごとにサービスごとに
品質クラスを設定品質クラスを設定

インタ ネット利用インタ ネット利用 「ゆらぎ」とは、網内でのパケット転送処理等により、パケットの到着間隔がばら
つくことで、予定の到着タイミングと実際の到着タイミングのずれを指す。

      予定予定 ①① ②② ③③ ④④ ⑤⑤ ⑥⑥

10ms 10ms 10ms 10ms 10ms 10ms

ＮＧＮＮＧＮ

中継
ルータ

最優先最優先 高優先高優先 ベストエフォートベストエフォート
要求帯域に上乗せした帯域の確保要求帯域に上乗せした帯域の確保

実際実際       

 

①① ②② ③③ ④④ ⑤⑤ ⑥⑥

ゆらぎ

収容
ルータ

「最優先」「高優先」「ベストエフォー「最優先」「高優先」「ベストエフォー
ト」の３種類のクラスが存在ト」の３種類のクラスが存在

深刻なゆらぎは、パケットの廃棄など通信の品質の低下につながるため、あ
らかじめ十分な帯域を確保しておく必要がある。

■下図の例では、要求帯域の最優先で２割、高優先で１割の上乗せ帯域を確保■下図の例では、要求帯域の最優先で２割、高優先で１割の上乗せ帯域を確保

帯域確保やパケットの送信には、品質クラスごとに優劣が存在帯域確保やパケットの送信には、品質クラスごとに優劣が存在

品質クラスの差異をどのようにコスト配賦に反映するのか？品質クラスの差異をどのようにコスト配賦に反映するのか？

最優先通信最優先通信
（（50Mbps)50Mbps)

高優先通信高優先通信
(50Mbps)(50Mbps)

ベストエフォートベストエフォート
通信通信

(50Mbps)(50Mbps)

１０１０MbpsMbps ５５MbpsMbps

要求帯域要求帯域

上乗せ帯域上乗せ帯域



11【【資料資料1111】】 エッジ設備・サービス・機能の関係エッジ設備・サービス・機能の関係

■エッジ設備・サービス・機能の関係は 以下のように整理することが可能■エッジ設備・サービス・機能の関係は、以下のように整理することが可能。

■一のエッジ設備と一のサービスが対応している場合は、エッジ設備のポート容量に基づき帰属するコストを当該サービスのコストと捉えることが可能。

他方、一のエッジ設備が複数のサービスにまたがる場合（「４.ＧＷルータ」、「６.ＳＮＩ収容ルータ」）については、新たなコストドライバが必要。

■①～⑥のサービス別設備コストは、機能別設備コストに直課することが可能だが、⑦・⑧・⑨については、サービス別設備コストを複数のアンバンドル

機能に配賦する必要がある。

エッジ設備 サービス 機能

８.網終端装置（ＩＳＰ） ①フレッツ光ネクスト 収容局接続機能

７.網終端装置（ＶＰＮ) ②フレッツ・ＶＰＮ（ベストエフォート） 収容局接続機能

③フレ ツ キ スト（ベスト フ ト） 収容局接続機能

６.ＳＮＩ収容ルータ

③フレッツ・キャスト（ベストエフォート） 収容局接続機能

④地上デジタル放送ＩＰ再送信向け（ＱｏＳ） 未アンバンドル機能

⑤フレッツ・キャスト（ＱｏＳ) 未アンバンドル機能⑤フレッツ キャスト（ＱｏＳ) 未アンバンドル機能

４ ＧＷルータ

⑥ひかり電話以外の中継局接続サービス（ＱｏＳ) 中継局接続機能

⑦ひかり電話（高音質等）
中継局接続機能

４.ＧＷル タ ⑦ひかり電話（高音質等）
未アンバンドル機能

⑧ひかり電話（標準音質）

中継局接続機能

ＩＧＳ接続機能
５．ＭＧ

未アンバンドル機能未アンバンドル機能

11．ＧＷーＳＷ
⑨ビジネスイーサワイド

イーサネット接続機能

未アンバンドル機能



12【【資料資料1212】】 共用共用設備コストの配賦に用いるコストドライバについて設備コストの配賦に用いるコストドライバについて

■０９年度接続料算定では、本来であればサービス別の想定トラヒック比の採用が適当であるが、商用開始後１年を経過しない段階では、予測に必要な

データの蓄積が必ずしも十分でない状況にあることを考慮し、暫定的にポート容量比の採用を認めることが適当ではないか。

■２０１０年度以降接続料では、一定程度蓄積されたデータを予測に活用可能なため、想定トラヒック比やポート実績トラヒック比等の採用が適当ではないか。

▲
０９年度接続料認可申請

▲
２０１０年度接続料認可申請

▲
０８年３月末

■ポート容量比
０９年度接続料認可申請 ２０１０年度接続料認可申請０８年３月末

商用開始

予測に必要なデータの蓄積
が必ずしも十分でない

ＮＧＮ（目標）
１ ０００万契約

各機能ごとのエッジ（端）設
備のポート容量を比率化

■想定トラヒック比
サービス別に使用帯域と
ユーザ数等から算定した

07年度 08年度 09年度 2010年度 2011年度以降

商用
開始

１,０００万契約
ザ数等 ら算定した

想定トラヒックを比率化

■ポート実績トラヒック比
各機能ごとのエッジ設備の
実績トラヒックを把握して
比率化 07年度 08年度 09年度 2010年度 2011年度以降

収容局接続機能

（インターネット利用等）

正式接続料（コスト＋適正利潤）

比率化

ＩＧＳ接続機能

（ひかり電話） 暫定接続料
（相対料金）

正式ドライバ

（想定トラヒック比又は
ポート実績トラヒック比等）

暫定ドライバ

（ポート容量比）

中継局接続機能

（ひかり電話、ＴＶ電話）

（相対料金） ポート実績トラヒック比等）

■物理的容量に着目する考え方であり、使用量に着
来 考

費用配賦の補正
①帯域等換算係数の導入

イーサネット接続機能

（法人向け専用線）

目する従来の考え方とは異なる。

■使用帯域やＱｏＳはサービス別に設定されており、
サービスを観念しないポート容量比では、これらの
費用配賦への反映には一定の制約がある。

費用配賦の補正
②ＱｏＳの有無・程度の加味



13【【資料資料1313】】 各機能ごとの接続料の設定単位及び課題各機能ごとの接続料の設定単位及び課題

■ＮＴＴ東西からの報告では 以下のとおり 各機能ごとの接続料の設定単位が示されるとともに 各機能ごとの課題も併せて示された

機能 接続料の設定単位 課題

■ＮＴＴ東西からの報告では、以下のとおり、各機能ごとの接続料の設定単位が示されるとともに、各機能ごとの課題も併せて示された。

収容局接続機能 収容ルータ装置単位
他事業者の具体的な要望に基づき、改めて検討が必
要

IGS接続機能
セットアップチャージ

＋

➣接続事業者の接続料も、NTT東西と同水準とする仕

組みの導入が必要

IGS接続機能 ＋
秒課金 ➣NTT東西間で格差が生じた場合、PSTNの接続料が

東西均一となっていることとの関係も踏まえた整理

が必要

中継局接続機能 （仮に設定する場合）ポート単位
少なくとも他事業者との接続が開始され、実際のトラ
ヒックや利用形態等が明らかになるまでの間は、ビル
＆キープ方式が適当

イーサネット接続機能
事業者毎の通信速度単位

＋

➣利用量が多いほど逓減的な料金とし、また事業者ご

とにバルク型の料金体系の接続料を設定することが

適当

➣接続箇所や接続形態等により 接続料の設定範囲イ サネット接続機能
アクセス回線単位

➣接続箇所や接続形態等により、接続料の設定範囲

等が異なるため、少なくとも接続事業者の具体的要

望が明らかになるまでの間は、ぶつ切り料金設定と

することが適当



14【【資料資料1414】】 従来の接続料の設定方式とビル＆キープ方式の相違従来の接続料の設定方式とビル＆キープ方式の相違

■従来の接続料（ユーザ料金）の設定方式とビル＆キープ方式の相違
アンバンドル

ＮＧＮ 他社ＩＰ網

ぶつ切り料金方式ぶつ切り料金方式

ＮＧＮ 他社ＩＰ網

エンドエンド料金方式エンドエンド料金方式

ＮＧＮ 他社ＩＰ網

ビル＆キープ方式ビル＆キープ方式
アンバンドル

機能の接続料
設定方法

① ①

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

①

②

① ①

② ②

①A→Bの通信 ②B→Aの通信

ユーザ料金
NGN：NTT
他社網：他社

NGN：NTT
他社網：他社

①A→Bの通信 ②B→Aの通信

ユーザ料金 NTT東西 他社

NＴＴ→他社 他社→NＴＴ

①A→Bの通信 ②B→Aの通信

ユーザ料金 NTT東西 他社

コストに適正
利潤を加えた
事業者間の均

接続料 設定せず 設定せず
接続料

NＴＴ→他社
に支払

他社→NＴＴ
に支払 接続料 ０円？ ０円？一の接続料

(他社のコスト回収方法) ①：ユーザ料金、②：ユーザﾞ料金 (他社のｺｽﾄ回収方法)①：Ｎからの接続料、②：ﾕｰｻﾞ料金 (他社のコスト回収方法)①：なし、②：ユーザ料金

（ＮＴＴに接続料支払要） （ＮＴＴに接続料支払不要）（ＮＴＴに接続料支払要） （ＮＴＴに接続料支払不要）

ＮＧＮ 他社ＩＰ網

①③

１次ＩＳＰ（Ａ） １次ＩＳＰ（Ｂ）

①③ ユーザ料金の回収先

インターネットのピアリング

Ａ Ｂ

①

②

③

④

①

②

③

④

２次
ＩＳＰ（甲）

２次
ＩＳＰ（乙）

ユーザ料金の回収先
■③・④：甲
■①・②：乙
（１次ＩＳＰ（Ａ）は、甲、１次ＩＳＰ（Ｂ）は、
乙のみに請求）

ＩＳＰ（甲） ＩＳＰ（乙）

ユーザ料金の回収先
■①・③：Ａ ■②・④：Ｂ
（ＮＴＴ東西、他社ともに、それぞれＡ・Ｂに請求）

ＮＧＮ 他社網

Ａ Ｂ
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■ＮＴＴ東西の報告では イ サネ ト接続機能について 接続料の設定方法として ①利用量が多いほど逓減的な料金体系とすること ②事業者ごと

【【資料資料1515】】 イーサネット接続における逓減型・バルク型料金イーサネット接続における逓減型・バルク型料金

■①利用量が多いほど逓減的な料金体系

■ＮＴＴ東西の報告では、イーサネット接続機能について、接続料の設定方法として、①利用量が多いほど逓減的な料金体系とすること、②事業者ごと

にバルク型の料金体系とすること、が適当との意見が示されている。

■②事業者ごとにバルク型の料金体系■①利用量が多いほど逓減的な料金体系 ■②事業者ごとにバルク型の料金体系

【事例】事業者Ａ・Ｂがそれぞれ以下の回線を利用する場合

➣事業者Ａ：１００Ｍｂｐｓの回線を１回線

【事例】事業者がＡ・Ｂがそれぞれ以下の回線を利用する場合

➣事業者Ａ：１００Ｍｂｐｓの回線を５回線

事業者 線を 線➣事業者Ｂ：１Ｇｂｐｓの回線を１回線

■Ａ・Ｂが利用する回線の帯域比は１：１０だが、接続料比は１：７

（☞利用量が多いほど逓減）

➣事業者Ｂ：１Ｇｂｐｓの回線を１回線

■Ａについては、１回線ずつ料金を設定（１００万円×５＝５００万円）

するのではなく、５回線合計の帯域で料金を設定（＝４５０万円）

接続料接続料

（ 利用量が多いほど逓減）
（☞事業者ごとのバルク型料金）

（帯域比と接続料比との関係は想定）
（帯域比と接続料比との関係は想定）

７００万円

５００万円

７００万円

４５０万円

５００万円

１００万円

利用量５００Ｍｂｐｓ
（１００Ｍｂｐｓ×５回線）

１Ｇｂｐｓ利用量１００Ｍｂｐｓ １Ｇｂｐｓ

事業者Ａ事業者Ａ 事業者Ａ事業者Ａ事業者Ｂ事業者Ｂ 事業者Ｂ事業者Ｂ



16【【資料資料1616】】 スタックテストの概要スタックテストの概要

■一般的に、市場メカニズムが有効に機能している場合、利用者料金はコストに適正利潤を乗せられたものとなることから、接続料の妥当性を検証す

るため、９９年から接続料と利用者料金の関係についての検証（スタックテスト）が行われている。

■０７年３月の情報通信審議会答申（コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備について）を受けて、スタックテスト実施に係る透明性確保のため、

０７年７月、その基本的な考え方及び具体的な実施方法等を定めたスタックテストガイドラインを策定・公表。その概要は以下のとおり。

接続料を設定する事業者が実施するスタックテスト接続料を設定する事業者が実施するスタックテスト 総務省が実施するスタックテスト総務省が実施するスタックテスト

①毎事業年度の実績原価方式により算定される接続料の認
可申請時

①実績原価に基づき毎事業年度再計算して算定される接続
料の認可時検証時期検証時期

①加入電話・ＩＳＤＮ基本料

②加入電話・ＩＳＤＮ通話料

②接続会計の公表時 ②対象となるサービスに係る接続料の認可時（①を除く。）

①新規に接続料が設定された機能を利用して提供される
サービス

②接続料の算定方法が変更された機能を利用して提供さ
②加入電話 通話料

③公衆電話

④番号案内

⑤専用サービス（一般専用、高速ディジタル伝送、ＡＴＭ専用等）検証区分等検証区分等

②接続料の算定方法が変更された機能を利用して提供さ
れるサービス

③将来原価方式により算定された機能を利用して提供さ
れるサービス

⑥メガデータネッツ

⑦Ｂフレッツ

⑧フレッツＡＤＳＬ

上記のサービスのうち、市場が拡大傾向にあるものを基本
として総務省が決定（サービスメニューごとに検証）

⑨フレッツＩＳＤＮ

検証方法検証方法

※これまで総務省においてサービスメニューごとに検証を実施

利用者料金収入と接続料収入との差分（営業費相当分）が営業
費の基準値（２０％）を下回らないものであるか否かを検証

「営業費相当分と営業費の基準値との関係」の検証は、サービスブ
ランドを単位として行い、「利用者料金が接続料を上回っているどう
かの検証」はサ ビスメニ 単位で実施

✔総務省は、接続料設定事業者に対し、接続料水準が妥当であるにもかかわらず当該要件を満たさない論拠の提示を求める。

✔当該論拠について検証を行い、合理的であると認められない場合は、当該接続料を是正するための所要の措置を講じる。

費の基準値（２０％）を下回らないものであるか否かを検証
かの検証」はサービスメニュー単位で実施

スタックテストスタックテスト
の要件を満たさの要件を満たさ

ない場合ない場合


